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Description シンポジウム



シンボジウム 

情報通信革命時代の 日本の戦略 
一科学技術創造立国一 

巾、 人 兄 し 弘 ( 東北大学未来科学技術共同研究センター 教授 ) 

1. 情報通信革命時代 0 ソフトウェア・ 半導体プロセッサ・ 通信網の融合 ) : アジアにおいてすら 後進国に転 

落した日本。 

2. 科学技術創造立国 : わが国から誕生した 新技術・新概俳を 世界に先駆けて 真っ先にわが 国が有効活用す 

る 風土の確立。 

3. 世界大競争時代の 勝者に : 自分になるべく 近いところから 誕生した新技術・ 新概念を活用する 体制の確 

立 ( ただし、 こだわらない 一番長 い ものは良 いの だの認識 ) 。 国内が競争相手の 時は、 先進諸覚国からの 

新技術導入は 有効であ った。 

4. 学 主導の産官学連携 : 日銭かせぎから 解放されている 大学人 ( 学生への講義により、 原理原則に則って 

局所化・局在化しない 普遍的思考可能 ) は、 現状の技術に 拘束されることなく、 あ るべき理想の 姿を理 

論的に創出することが 可能。 未来から現在を 見る思考が可能。 もっとも効率のよい 理想の姿への 道筋の 

示唆。 官 産 め リソース結集。 パラダイムシフトの 時代。 すべての産業で 起ることであ るが、 特に半導体 

産業では顕著で " 超高性能化を 追求し続けると、 設計されるプロセッサ、 System On A Chip (SOC) 等の 

構造 は 殆ど理論限界に 近い。 理論限界ぎりぎりに 設計された製品を 100% 歩留まりで量産するには、 経験 

と勘による生産技術ではなく 学問に裏 付けられた生産技術が 不可欠。 となる。 産官学連携不可欠の 理由 

であ る。 

5. デジタルネットワーク 情報家電・個人情報端末の 時代 : 顧客ニーズ瞬時製品化技術 

(a 「ソフトウェア 開発超短期間化ソフトウェアアクセラレータの 開発 ( ソフトを具現化するプロセッサ 設計 

も 同時に完了 ) 

(b) 試作を必要としないプロセッサの 超短時間生産方式の 開発 ( 小規模フレキシブル 半導体生産方式 ) 

(c) 超低電力 ( 低 電圧 ) 動作 SOC: しきぃ値 電圧 (V") の揺らぎがなれ 生産方式 

資本、 技術、 情報などがインターネット 型ネットワークを 介して 

世界中を光の 速さ (1 秒間に 30 万 km: 地球 7 周 平 ) で駆け巡る時代   
こうした情報を 正確かつ瞬時に 把握し ( 真偽の程を確認する 独自ネットワーク 必要 ) 十分に判断して、 

即刻かつ適確に 次の手を決断・ 実行できる人、 組織、 国が覇者になる 時代   ｜ 適確な判断力とスピード 豊かな決断・ 実行力が求められる 時代 ） 

90 年代に 21 世紀型グローバルネットワークの 時代 は スタート 

決断・実行できない 日本は今や後進国 

図 21 世紀型グローバルネットワーク 時代 
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Ⅰ 人 当たり実質国民所告の 成長トレンド ( 米国 1973 年 =100) 
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1996 日た変化を嫌って 年以降日米の 従来の舞技と 科学技術・産業政策の 勘に基づく技術に 差の顕在化 執 若 出展 :Dataquest 資料 

米田産官学連携 ScienceBasedSemiconductorManu ぬ ctunng 
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  産官学 連 挽の必然性   

大学・産業界の 考え方の違いを 例えると         
珪攻 不落の山の登山道の 抹し ち 科学技術創造立国の 

・大学 : 山頂から探す Ground@ Design 

・ 産 文界 : ふもとから探す 将来わが国が 進むべき 技 
、 ニ、 ㍗ ， " ． @ 街の方向の探索 

未開の荒野に 道を拓 く 
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  産官学 連 拐の必然性   

研究開発新産業創出体制   
将来の実社会の 強いニーズ 

ま 
  そのニーズへの 仮通 解を仮短時間で 与える   

プロチュー サと 

基礎研究十二 か 応用研究 午か 実用化研究 戦略 会 緩 め 

同時並行 
指揮下で展開 

オーバーラップ 

巨回 回回回 

モ ，必要なことは 実社会のニーズに 同時並行的にすべて 最適解を与えるために 実施する 

産官学 連 拐の必然 桂 
新しい研究開発体制 

L ターゲ 、 ソト : 実社会の要求に 対する最適 解 

l プロチュー サ l の存在の重要性 

  目標に最短時間で 到達するために 必要な研究開発課題の 設定 伎数 )l   

目的達成に必要な 基礎研究・応用研究・ 実用化研究を 同時並行かっ 戦略的に展開 

研究開発課題をやり 遂げる人と資金の 調達 ] 

支 5 年後、 WO 午後、 20 年後の実社会の 要求 
( 社会構造、 産業構造 ) を洞察・予見する 

能力を持った 人材 ( プロデューサ ) 

一 147 一 



季 十号三寸 丈 術双 は 甘土 匡 創出の要叶牛 
一 産官学連携そのあ るべき姿の川出を 目指して 一   

ほ去学 主導の産官学連携が 科学技術創造立国には 不可欠Ⅱ   

どんなに研究開発に 集中している 時でも、 迫に数回の学部学生の 
詰 議 をしなければならない 大学人は思考が 局所化・局在化するこ 

となく ( 産業人、 国立研の研究者・ 技術者はこのパターンに 落 込む )   
原理原則に則った 思考が日常化している。 現在の技術に 大転換を 

もたらす革命的変革を 促す技術体系を 創出するのは 原理原則的 
思考が日常化している 大学人が適している。 あ るべき理想の 姿を 

理論的に創出して、 すなわち未来から 現在を見るという 思考パター 
ン がとれるからであ る。 

去学 中心で見出した 未開の荒野の 道を舗装道路にして 誰もが 

歩ける道にするところ ( 新産業創出 ) に産官の総力を 結集Ⅱ 

科学技術創造立国の GroundDesign 
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l 十大学の専門別特化による 強い研究開発拠点作りをⅡ l 

学生への話 荻は ネットワークを 介した複数の 大学問の相互乗り 入れにして、 
各大学に専門の 近い教授を枝数 配 伍し、 それぞれの分野で 強い研究開発 拠 
点を形成する ( 現在の大学は、 学生への話荻を 自前で用志するため、 一つの 
専門分野に一人の 教授しかおかず 強 い 研究開発拠点になり 得ない ) 。 

寺 
この体制への 移行 期 には大学問 迫拐が 不可欠Ⅱ 

l 十大学と連携したべンチヤ 一企業の育成   

大学が創出した 新技術を手文化するべンチャー 企業の支援体制強化。 
新技術を基礎とした 新規参入者が 育ちやすい 珪 坑の創出。 ( わが国の 
商 習 はの変革 : 納品して 研傍 終了後、 半年の約束手形で 寅用 が支払 
われるのでは、 ベンチャーはもたない。 米国のように、 発注 時 ， 70%   
納品 時 :20%. 所格終了時Ⅱ 0% 支払い方式に 変更 ) 

-- Ⅰ 48-- 



  

わが国半導体 産 圭復活のシナリオ 
ー顧客 三 一 ズ 瞬時製品化技術の 創出一   

炎 フレックスウェアとフレキシブルプロセッサからた   ソフトウェアアクセーレータに よ   
ソフトウェアとプロセ。     サの             ・ "   さ           01/10 じ下   

女小             生     式 によ     "        プロセ。     サの         生俘二色目立 

21 世紀初頭のビジネスの 世界の決戦場 
ディジタルネットワーク 神技 葉 Ⅰ・ モ パイル化人 届細坑抹 

  
この分野は顧客の 好みの変化が 極めて激しく、 製品のフルカスタム 化への 
瞬時対応力が 国の国際的競争力を 決定する。 

  
  

圧 革命時代の後進国に 転落したわが 国を復活させる 道 

  
わが国が得意とした 家電技術を 21 世紀に展開するディジタル 
情報家電、 モバイル個人情報端末の 分野で世界にわが 国の主 
導権 を確立することであ る。 

 
 

萬 収益型小規模超短期間半導体生産ラインを 実現する 13 の技術 
一重点開発課題 一 
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